






個人金融資産の日米比較（2025年3月末）

※日本では、NISAの導入により、2022年～の3年間で有価証券比率の増加がみられます。
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少額投資非課税制度（新しいNISA）と運用

確定拠出年金制度と運用



日本においては、第二次世界大戦後まもなくの個人持ち株比率は
70％程度でした。現在は20％程度へと落ち込んでいます。個人金融
資産も過半は預貯金です。市場商品が過半を占める米国とは比べよ
うもありません。社会構造の違いもありますが、そんな現実から「貯蓄
から投資へ」の流れを作るべく、官民挙げて工夫してきました。10月4
日を「証券投資の日」と定めたのはその一環です。しかし残念ながらそ
の効果は全く見られていない状況です。

様々な理由があり断定的なことは言えませんが、大きな理由は社会の
血液であり人生の血液であるお金について、皆さんが身近なものとし
ての議論を遠ざけているからではないでしょうか。投資は怖いと思う
半面で一部に高速回転の投機が盛んに行われるという矛盾も孕んで
います。

本小冊子はテクニカル分析を学ぶ上での初歩、つまり「はじめの一
歩」を踏み出す方向で書かれています。本書をご覧になることにより、
「テクニカル分析」を通じてお金に関わる議論のきっかけが作られ、
さらに深く学んで頂ければ幸いです。私たち日本テクニカルアナリス
ト協会が推進している「テクニカル分析」は皆さんの資産運用の一助
になると確信しています。







説明いたします。







東証上場銘柄数は2025年3月末現在3,962銘柄にも
達します。外国市場をも含めればさらにその何倍にも
達する個別銘柄に投資できる時代になっています。そ
の中から意中の銘柄を探し出すことは極めて難しい課
題です。的中しなければ意に反した動きになりリスク
も高いものになります。

投資信託（ファンド）はプロが複数銘柄を選んで投資
します。国内株だけに限らず、様々な分野に特化して
投資できます。日経225ファンド、新興市場ファンド、
リート（不動産）ファンドのほか、先進国ファンド、新興
国ファンド等々、為替リスクも取り込んだ実に様々な
ファンドがあります。およそ5,900本以上の公募ファン
ドの中から自分の期待する分野に特化した運用が見
つかります。相対的にリスクが小さく初心者には適し
た運用手段と言えます。

投資信託に投資する場合でも、投資のタイミングが重
要です。長期的観点から見て、今が低い局面かそれと
も高い局面か、これを判断して投資することはとても
重要なことです。この判断に有効な手段がテクニカル
分析です。なお、個別株投資と異なり、当該会社を応援
するという側面が弱くなることは避けられませんので
ご留意ください。



どの銘柄に投資するかの判断は個別銘柄の善し悪し
とその銘柄の価格水準です。どんなに素晴らしい銘柄
でも買われ過ぎて下落過程の中で投資すればリター
ンは得られずらいでしょう。



チャート分析は投機のサポート手段という間違った
メッセージが見受けられます。それは超短期の投機家
がよく利用していることから言われることです。1分間で
勝負する人は銘柄の善し悪しは関係ありません。頼りに
なるのはチャート分析だけといってもよいでしょう。

チャートは分刻みの分析にも使われますが月単位・年
単位でも使われます。時間の長さは投資家の投資目的
に即して柔軟に対応できます。時間軸の長さによって
現在の相場の位置が高いのか低いのか、いずれの解
釈も可能です。

例えば2000年以降の日経平均のチャートを見ると、
2009年3月に安値0.7万円をつけ、現在（2025年6月）は
3.7万円となっております。この大きな流れを様々な分
析手法で検討し、それに経済金融の現状を照らし合わ
せて判断します。もちろん運用するお金の性格などによ
り、1年間の運用なのか、5年間それとも10年間なのか、
千差万別の条件の中から最適解を求めて投資します。
トレンド・サイクル・一目均衡表等々の分析手法を駆使
しながら安く買って高く売る方法を見出してください。
言うのは簡単ですが実践はなかなか難しい面がありま
す。だからこそやりがいのある勉強なのです。





説明いたします。











直近の変化幅の比重を大きくしたものがあり





皆さんは「一目均衡表」という言葉を聞いたことがあ
りますか。株価チャートに雲のようなものが描かれて
いるグラフです。株式投資をされている多くの方は営
業マンから解説を受けておられると思います。しか
し、聞いたこともないという人も多いと思います。

一目均衡表は細田悟一氏が考案された相場の見方
に関する日本を代表する考え方です。最終的には
1970年代に集大成され一冊の本としてまとめられ、
出版されています。様々な解説が行われていますの
でじっくりと勉強されたい方は、原版を読んでみられ
てはいかがでしょうか。

ほんのさわりの部分です。現在の相場が、一定の
ルールに基づき描かれた抵抗帯（通称雲）の上に位
置するときは強い相場、下に位置するときは弱い相
場というのが大原則です。奥の深い理論ですのでぜ
ひ勉強してみてください。

転換



テクニカル分析の手法は世界各国で研究されており
実に様々なものがあります。売買高や売買株数といっ
た出来高をベースにした指標から相場の過熱感を見
たり、値段の上昇・下降から計算される騰落レシオ（基
本は、上昇銘柄数÷下降銘柄数）でピーク・ボトムを判
断したりします。

海外のプロが考案した指標等もいろいろあります。例
えば、移動平均線を中心にそこからの乖離状況を、標
準偏差（σ）を使って判定するボリンジャーバンドはわ
が国でも有名です。チャールズ・ダウ氏が考えたダウ
理論（市場の平均値は全ての要因を反映する）は今で
も米国のダウ平均として使われています。

最近ではシステム売買や高速売買が盛んに行われ
ヘッジファンドが新しい手法を使って売買していま
す。その際に用いられるのが金融工学とテクニカル分
析を融合した新たな手法です。さらに投資行動が心理
学と不可分であることから、行動経済学・行動ファイナ
ンスといった分野の考え方もテクニカル分析に取り入
れられつつあり、学問としても、日々発展しています。



日本テクニカルアナリスト協会（�e Nippon Technical 
Analysts Association＝NTAA）は1978年7月、「我が国
におけるテクニカル分析の文献保存や理論の向上・共
有」を目的に、およそ80名の賛同者を得て、任意団体と
して設立されました。

1990年代後半に入り資格試験制度を開始することに
なりました。現在の3つの資格＝MFTA®（3次資格）、
CFTe®（2次資格）、CMTA®（1次資格）が確立したのは
2001年からです。資格試験開始とともに会員数が増加
してきたため、法人格を任意団体からNPO法人（特定
非営利活動法人）に改め、諸規定等の整備を行いまし
た。

定款記載の当協会の主たる目的は①テクニカル分析
理論の向上②テクニカル分析理論の普及啓発です。
この目的に合致した様々な活動を行っております。
2025年3月末現在の会員数はおよそ3,000人です。
IFTA（後述）加盟の世界23ヵ国24団体の中では、
NTAAは最大のテクニカルアナリスト協会となってい
ます。



NTAAの主たる業務は資格試験の実施と会員間の知
識共有です。資格は3段階あり、1次・2次の資格試験は
NTAAが行い、3次の資格試験はIFTAが直接行ってい
ます。3次試験は、IFTAに登録されていない新しい視点
での論文提出になります。当然英文で提出する必要が
あります。有資格者は、現在全世界で160名、うち日本人
が47名となっています。

NTAAの資格試験を受験するためには5か月間の通信
教育を受講する必要があります。1次は年2回、2次は年
1回、試験が実施されます。

この他、テクニカル分析の普及啓発活動の一環として
セミナー・講演会を実施しています。ほぼ毎週、週1回の
ペースで、当協会セミナー室において18:30から開催し
ています。（コロナ過以降オンラインにて開催）また、テ
クニカル分析理論の向上を目指して毎年「懸賞論文」を
募集しています。
最優秀賞には30万円の賞金を進呈します。是非チャレ
ンジしてください。



IFTAは1986年1月にアメリカのデラウェア州で設立さ
れました。NTAA同様、非営利の法人です。2024年末
現在傘下には23ヵ国24団体が加盟しております。会
員総数はおよそ7,000名弱ですので、NTAAの会員数
およそ3,000名は最大の規模を誇っていることになり
ます。

年に一回行われるIFTA総会とその後3日間に亘り行
われる研究発表会（IFTAセミナー）は、各国持ち回り
で行われています。2015年には東京で3回目の総会が
開催され、その後シドニー（2016）、ミラノ（2017）、クア
ランプール（2018）、カイロ（2019）、メルボルン（2022）、
ジャカルタ（2023）などで開催されいます。世界の一流
テクニカルアナリストが一堂に集まり自説を開陳する
貴重なセミナーです。多くの方の参加をお待ちしてい
ます。





日本でも企業が老後の資産形成を面倒見てくれた時
代から、自分で積み立てたお金を自分で運用し、老後
に備えるという時代に移行しようとしています。金融リ
テラシーの必要性が叫ばれる中、「貯蓄から投資へ」
の流れを進めようとしています。現在での利用者は企
業型、個人型（iDeCo）を含め、増えてきています。自分
に合った金融商品を選べる時代、お金の知識を深め、
明るい生活設計を検討してはいかがでしょうか。

確定拠出年金制度と運用
（自己責任型の企業年金制度）



「貯蓄から投資へ」を積極化するため、2014年に少額
投資非課税制度（通称NISA）が始まり、10年目の2024
年からは大幅な制度の拡充が図られます。新NISAで
は、年間投資枠も大幅に増加し、現在の「一般NISA」
（※株式等を含む運用）が「成長投資枠」に変更され、
「つみたてNISA」も今後は「つみたて投資枠」となり、
非課税保有期間も無期限となります。枠の再利用もで
き、生涯非課税での運用も可能になります。

みなさんに平等に用意された入れ物は徐々に整って
まいりましたが、日本の個人金融資産は今でも安全資
産が半分以上を占めています。この入れ物をみなさん
が最大限に生かすにはどのように考えれば良いので
しょうか？
長期運用を、ファンダメンタル分析やテクニカル分析
の知識で身にまとい、よりよい成果を上げることが求
められています。折角の制度ですから、大いに勉強し
てより良い成果を目指しましょう。

少額投資非課税制度（新しいNISA）と運用
（生涯非課税での運用も可能 新NISA）



長期投資に対応したiDeCoや新NISA制度を利用して、自らが学んだ
勉強を実践に移す場としましょう。

本小冊子はテクニカル分析の普及啓発を目的に書かれています。ご
質問は当協会へご遠慮なくどうぞ。



Mail： o�ce@ntaa.or.jp

各種特典のある

デジタル会員証が

発行されます。



「証券投資の日」、ご存知ですか？
1996年4月1日、より多くの方々へ証券投資に興味・関心を持って
いただき、「貯蓄から投資へ」の流れを加速させる思いを込めて、
日本証券業協会が「10（とう）」「4（し）」の語呂合わせから「証券投
資の日」を制定しました。「とうしくん」は「証券知識普及プロジェク
ト」（証券投資の日）のマスコットキャラクターです。日本橋兜町生
まれの男の子。より多くの人に「投資」を身近に感じていただきたい
願いから2007年に生まれました。
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